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ハローワーク新宿における求職者支援制度の
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求職者支援制度における求職者に対する支援の流れ

求

 職

 者

＜訓練開始前＞ ＜訓練中＞ ＜訓練修了後＞

◎一人一人にキャリアコ ン
サルティングを実施

◎意欲・適性を見極め、就
職に結びつく訓練に誘導

◎制度を十分に説明し、納
得の上で訓練受講につな
げる

◎各人に就職支援計画を作
成

・受講する訓練
・HW来所日

 
・受けるべき就職相談、面接会、セミナー等

求職者が確認し、同意する

訓 練 実 施 機 関

※求人情報の提供、ジョブカード
の交付等の支援を実施

◎訓練受講

◎毎月１回、ハローワークで

 
・就職支援計画に沿った

求職活動の状況を確認

 
・訓練の出席状況をチェック
・前月分の給付金支給

・HWに毎月出向いて給付金の支給手続

 
・HWに来所しない場合や、訓練を欠席する
場合は、給付金を支給しない

◎訓練修了後も毎月１回
ハローワークで来所を
求めて支援

◎必要に応じて担当者制
も導入

修了後の就職決定状況は必ず
ハローワークに報告

就

 

職

ハ
ロ
ー

 ワ
 ー
 ク
 新
 宿
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ハローワーク新宿における業務体制と手続きの流れ

特定求職者
西新宿庁舎（エルタワー）

キャリアアップＨＷ

訓練実施施設

職業相談第二部門
（統括・職員

 

７名）
（訓練担当ナビ１０名）
（訓練相談員

 

４名）

⑨コーナー【職業相談・受講申込み】

窓口数

 

９

⑧コーナー【合格後の支援計画書交付・受講指示】

窓口数

 

６

支給申請コーナー（求職者支援訓練）
【給付金（受講手当・通所手当）の認定と就職支援】

職業相談第五部門
（統括・職員

 

３名）
（訓練担当ナビ

 

３名）

 
（申請相談員

 

５名）
（訓練相談員

 

２名）

窓口数

 

５

①訓練相談（事前相談）

⑤申込書・事前審査書提出

④申込書等の交付

⑨受験

 
（選考）

特定求職者の確認

 
訓練の必要性確認

受理

 
（審査会議（必要な都

 
度）の実施）

 
部内決定

⑩選考結果通知（合否）

⑪選考結果通知書提出

⑬支援計画書交付・支援指示

 
⑭給付金事前通知書送付

支援指示

 
（受講指示及び支援計画書

 
に基づく就職活動指示）

⑮訓練受講
支援計画書提示

⑯支給申請
⑰支援計画書

 
（求職活動記録・訓練出席状況）

⑱給付金の認定
⑲翌月までの支援計画策定
⑳就職支援

就職！

②訓練コースの選択

 
（施設見学の勧奨）

③

 施

 
設

 
見

 
学

⑦ＨＷの緊要度判定提供

※ジョブカード
の交付等支援⑦ＨＷ緊要度判定＋⑨選考

（面接、筆記試験等）
から合否決定

雇用保険を受給できない者で、
就職を希望し、支援を受けよう
とする者

具体的には、
・雇用保険の受給終了者、受給
資格要件を満たさなかった者

・雇用保険の適用がなかった者
・学卒未就職者、自営廃業者等

⑥受理申込書返戻

⑧受理申込書

 
提出

⑫給付金関係書類提出

◎訓練出席証明

＜指定来所日＞

８



ハローワーク新宿における求職者支援制度取扱状況

開講月 申込者数 入校者数 給付金入校者数

１０月 85 52 25

１１月 283 158 101

１２月 261 - -

基礎

 コース
実践コース 合計

 （人）福

 祉
医療

 事務

IT 営業・

 販売・

 事務

旅行観

 光・クリ

 エート

デザ

 イン
建設 理容

 美容
その他

１０月 5 8 4 20 6 2 0 2 2 3 52

１１月 20 27 10 39 29 0 13 7 1 12 158

11月指定来所日来所予定人数 来所日来所者数 未来所者数

87人 （うち求職者支援制度53人）
※八王子所からの移管１名を含む

81人 6人

（うち公共職業訓練34人）

③求職者支援訓練等

 
11月の指定来所日状況

②訓練コース別入校状況

①求職者支援訓練申込状況等

※未来所者（就職による中途退校者5人、自己都合退校者1人） ９



平成２３年度における重点対策事項に係る
 進捗状況（上半期）について

資料

 
４

平成２３年１２月７日（水）

 
午後３時１５分～

於：新宿公共職業安定所

 
西新宿庁舎

 
2階会議室

10



平成２３年度

 
東京労働局の最重点目標とその取組

誰もが健康で安心して働ける社会のために
雇用のセーフティネットとしての機能強化を図り誰もが健康で安心して働ける社会を実現す

 
るために、東京労働局、労働基準監督署、ハローワークは総力を挙げて取り組みます。

３

 

男性も女性も安心して働ける環境を作ります。

・

 

妊娠、出産、育児休業等による不利益取扱いに厳正に対応します。
・

 

職場におけるセクシュアルハラスメント防止対策を徹底します。
・

 

一般事業主行動計画の策定・届出を徹底するとともに育児・介護休業制度の規定
整備及び制度の定着を促進します。

・

 

パートタイム労働者と正社員との均衡待遇の確保等を図ります。

２

 

賃金不払、解雇、働き過ぎなどの問題に、優先的に対応しま

 
す。

・

 

賃金不払や解雇などの申告事案に、優先的に監督指導などを実施します。
・

 

未払賃金の立替払制度の迅速・適正な運用を図ります。
・

 

長時間労働の抑制、過重労働による健康障害の防止、賃金不払残業の解消を図り
ます。

・

 

改定された最低賃金の周知・広報と履行確保に努めます。
・

 

労働に関する相談に的確に対応します。

１

 

雇用におけるセーフティネットとしての役割を果たすとともに、安定した雇用の実

 
現を図ります。
・

 

雇用機会の確保のために積極的な求人開拓と求職者個々の状況に応じたきめ細かな就職支援を実施します。
・

 

新規学校卒業者等の求人確保を図り、学卒ジョブサポーター等による就職支援体制の強化を通じて新卒者、
既卒者の就職支援を実施します。

・

 

企業の雇用管理の改善を図り、障害者及び高齢者の雇用を促進します。
・

 

雇用保険制度の適正な運営により、労働者の保護を図るとともに、早期再就職の実現を推進します。
・

 

労働者派遣法改正に関する動向も注視しつつ、派遣元事業主、派遣先、職業紹介事業者等に対し、法制度の
周知徹底、的確かつ厳正な指導監督を実施します。

11



平成２３年度上半期の進捗状況＜職業安定分野における重点対策＞

目標 実績 達成率 前年実績 前年比

新規求職 379,930 380,809 100.2％ 391,404 ▲2.7％

紹介件数 1,097,185 1,039,837 94.8％ 1,199,401 ▲13.3％

就職件数 75,480 76,600 101.5％ 75,534 1.4％

就職率 19.9％ 20.1％ 0.2Ｐ 19.3％ 0.8Ｐ

新規求人 433,986 476,257 109.7％ 416,530 14.3％

充足数 98,942 102,280 103.4％ 100,620 1.6％

充足率 22.8％ 21.5％ ▲1.3Ｐ 24.2％ ▲2.7Ｐ

平成２３年度上半期

 

職業紹介業務取扱状況

平成２３年度 平成２２年度 前年同期比

受 給 資 格 決 定 件 数 103,225 107,817 ▲4.3％

受 給 実 人 員 （ 月 平 均 ） 62,309 70,118 ▲11.1％

再就職手当支給決定件数 17,297 19,084 ▲9.4％

就 職 決 定 件 数 17,223 18,016 ▲4.4％

.

 

個 別 延 長 給 付 決 定 件 数 19,556 25,409 ▲23.0％

平 成 ２ ３ 年 度 上 半 期

 

雇 調 金 ・ 中 安 金 取 扱 状 況

平成２３年度上半期

 

雇用保険受給者取扱状況

１．安心して働けるセーフティネットの充実・強化
（１）平成２３年度上半期における職業紹介業務取扱状況

＊重点課題は、就職件数と充足数の目標達成！
○就職件数は、76,600件（達成率：１０１．５％・前年比：１．４％増）
○充足数は、102,280件（達成率：１０３．４％・前年比：１．６％増）

＊幅広い求職者ニーズに対応するための求人確保及び求人開拓の強化

＊基本業務の徹底によるマッチング機能の強化

下半期に向けた取組

12

２．震災被災者への就労支援の取組
（１）「震災被災者等特別相談窓口」等の設置

都内１７のハローワークに「震災被災者等特別相談窓口」、２つの新卒
応援ハローワークに「学生等震災特別相談窓口」を設置し、震災被災
者からの相談を一元的に受け付けている。
〈９月３０日現在の状況〉
○求職登録者数

 

2,276人○うち有効求職者数

 

670人○採用者数

 

570人

（２）東京都「日本はひとつ」しごと協議会の開催
東京労働局、東京都、国の出先機関及び関係団体が連携して震
災被災者の就労支援に取組むこと等について合意した。
○４月２８日（木）

 

参加機関

 

１０機関

（３）「就職面接会」「出張相談会」等の開催
震災発生以降、関係機関との連携の下、「就職面接会」「出張相談会」
等を積極的に開催した。
○一般向け

 

１７回

 

○新規学卒者向け

 

２回

下半期に向けた取組

職業安定の分野

・求職者ニーズの把握をしっかり行い、的を絞った求人確保を行い、マッチ

 
ング精度をより高めていく

・年末・年始に向け「東京労働局年内就職応援キャンペーン２０１１」を開催し、

 
震災被災者を含めた就労支援を実施（10月1日～12月28日）
・しごと協議会「就業部会開催」の開催（

 

10月19日）参加機関

 

9機関
・新規学卒者向け就職面接会開催（10月6～7日）
・東日本大震災等の避難者対象「合同就職面接会」開催（11月22日）



面接会 実施結果

5月18～20日

第１回就職面接

 
会

参加企業数：94社
求人数：775人
参加者：724人

6月15～17日

第２回就職面接

 
会

参加企業数：91社
求人数：861人
参加者：726人

7月12～15日

第１回新規大卒

 
者等合同就職面

 
接会

参加企業数：144社
求人数：1021人
参加者：1483人

8月23～24日

魅力発見

 

合同

 
企業説明会

参加企業数：91社
求人数：861人
参加者：726人

9月20～21日

被災地新卒者等

 
専用埼玉・東京

 
就職応援面接会

参加企業数：63社
求人数：693人
参加者：168人

面接会等開催状況

(大学生等対象）
説明会 実施結果

7月8日

高校生のための合同

 
企業説明会ｉｎ西多摩

参加企業数：10社
説明数：74人
参加者：189人

7月22日

高校生のための合同

 
企業説明会ｉｎ立川

参加企業数：39社
説明数：3名25人
参加者：848人

7月27～28日

高校生のための合同

 
企業説明会ｉｎ六本木

参加企業数：67社
説明数：783人
参加者：1848人

(高校生対象）

13

３．若年者雇用対策の推進
（１）新規学卒者等に対する就職支援

①

 

新規大卒者等への支援（２つの拠点による支援）
東京新卒応援ハローワーク及び八王子新卒応援ハ
ローワークは、大学生等の就職支援の拠点として、
学卒ジョブサポーター（大卒等担当）が中心となって
担当制による個別支援、大学との連携による支援、
就職面接会の開催等により就職支援を実施。

②

 

新規高卒者等への支援（各ハローワークによる支援）
各ハローワークでは、管内の高校等と連携し、学卒
ジョブサポーター（高卒等担当）が中心となって職業
ガイダンス、職場見学、面接指導及び就職面接会を
開催して就職支援を実施。

（２）新規学卒者の求人確保
都内事業主団体等に対する求人要請及びハローワー
クを挙げての求人開拓の実施。特に、ハローワークに
よるトップセールスを実施し、幅広く求人枠拡大を要請。

（３）就職面接会等の開催
マッチングの向上を図るため、就職面接会を実施。高
校生を対象とした就職面接会は、年度計画以外に３回

追加開催。

下半期の予定

面接会

10月6～7日（六本木ジョブパーク）

高校生のための就職面接会ｉｎ六本木

10月12日（北沢タウンホール）

ヤングワークフェアｉｎせたがや

10月25日（大田区産業プラザＰｉｏ）

高校生のための就職面接会ｉｎおおた

10月26日（パレスホテル立川）

高校生のための就職面接会ｉｎ立川

11月8日（東京芸術センター天空劇場）

高校生のための合同就職面接会

11月14日（青梅市総合体育館）

高校生のための就職面接会ｉｎ青梅

11月18日（六本木ジョブパーク）

高校生のための就職面接会

2月中旬（六本木ジョブパーク）（予定）
第2回高校生のための就職面接会ｉｎ六本木

２月初旬（パレスホテル立川）（予定）
第2回高校生のための就職面接会ｉｎ立川

下半期の予定

面接会

11月2日（東京ビッグサイト）

第２回新規大卒者等合同就職面接会

1月26日（六本木ジョブパーク）

第３回就職面接会（短大生対象）（仮

 
称）

2月予定
第３回新規大卒者等合同就職面接会（仮

 
称）

下半期に向けた取組

・新規学卒求人の確保
特に高卒求人は厳しいため、ハローワークでは挙所体制
により取組む

・未内定学生・生徒への就職支援
学校と連携し、早期に内定が得られるよう支援を行う

職業安定の分野



希望者全員65歳まで働ける企業

38.2%

42.5%

20.2%

４．高年齢者雇用対策の推進
（１）高年齢者雇用確保措置状況

①確保措置実施企業割合は９５．０％（前年比１．８Ｐ減少）
＊中小企業における経過措置が終了したことが、実施企業割合減少の要因

（２）希望者全員が６５歳まで働ける企業等の普及促進

①希望者全員が６５歳まで働ける企業の割合は３８．２％（同２．４Ｐ増加）
②「７０歳まで働ける企業」の割合は１５．０％（同０．１Ｐ減少）

（３）高年齢者の再就職の援助・促進（4月～9月）

①中高年トライアル雇用の状況

＊トライアル雇用開始者数３０１人（同４６．８％上昇）

②高年齢者職業紹介状況（６０歳以上の職業紹介状況）
＊新規求職者

 

５３，３９８（同２．１％減少）
＊就職件数

 

１１，２４９（同６．５％増加）

下半期に向けた取組

・確保措置未実施企業に対する厳正な対応
・希望者全員が６５歳まで働ける企業の普及・啓発

５．障害者雇用対策の推進
（１）障害者雇用状況

①民間企業における実雇用率は１．６１％（前年比０．０２Ｐ減少）
②法定雇用率達成企業割合３２．２％（同０．８Ｐ減少）

※平成22年の法改正施行により、短時間労働者が参入されたことによる影響。

（２）障害者の雇用機会の拡大（4月～9月）
①障害者職業紹介状況
＊新規求職者

 

８，５５９（同５．５％増加）
＊就職件数

 

２，４６１（同２．２％増加）

②ハローワークを中心とした「チーム支援」を活用した雇用機会の拡大
＊対象者数

 

３，２４２（同１２．０％増加）
＊就職件数

 

９９５（同１．０％減少）

下半期に向けた取組

・企業の雇用課題に対応した提案援助型の企業指導
・チーム支援による障害者個々人に応じた就職支援 14

職業安定の分野



＊15年及び16年は1日現在、その他は月末における事業所数。

 

（

 

）内は、対前年同月比

３

 

的確かつ厳正な指導監督の実施

 

(平成23年4月～平成23年9月)

５

 

申告、苦情相談への迅速かつ適切な対応

１

 

法制度の周知

イ

 

職業紹介事業

紹介事業者 開始予定事業者 合 計

周知数 700 197 897

２

 

許可・届出事業所数の推移（東京局管内）

（１）

 

申告の状況

 

16 件

 

（平成23年4月～平成23年10月）

イ

 

職業紹介事業相談件数

 

20,190 件
（求職者

 

78 件）
（紹介事業者・求人者等

 

20,112 件）

ア

 

労働者派遣事業

派遣元事業主 開始予定事業主 派遣先事業主 合 計

周知数 1,200 250 176 1,626

種 別 労働者派遣事業 職業紹介事業

項 目 ２３年度 対前年同期比 ２３年度 対前年同期比

実施事業所数 1,016所 8.4％増 230所 34.5％減

是正指導率 58.5％ 21.3P増 70.4％ 17.4P増

（１）

 

説明会の開催（平成23年4月～平成23年9月）

（２）

 

派遣労働者セミナーの開催

 

（平成23年度上半期）

（延

 

41 回）

（延

 

28回）

延

 

3 回開催済

 

参加者

 

68名
(ＨＷ新宿(キャリアアップＨＷ)、ＨＷ品川、ＨＷ渋谷)  

労働者派遣事業、職業紹介事業の指導監督等について

ア

 

労働者派遣事業相談件数

 

58,957 件
（派遣労働者

 

728 件）
（派遣元・派遣先等

 

58,229 件）

（２）

 

苦情 ・

 

相談の状況

 

（平成23年4月～平成23年9月）

４

 

現下の課題に対応した厳正な指導監督の実施

（１）

 

違反を繰り返す派遣元事業主に対しては、全社における全ての労働者派遣
の総点検の実施を指示するなど、積極的な指導を実施。

（２）

 

１０月を指導強化月間とし、製造業の請負事業所に対する労働基準監督署
との共同監督を実施。

（３）

 

外国人技能実習生に係る特別の法人の行う無料職業紹介事業所に対する
指導監督を集中的に実施。

② 派遣元・派遣先等
ⅰ 事業運営に係る相談

 

（延べ

 

7,488件

 

）

ⅱ 許可・届出等に係る相談
（延べ 50,302件）

② 紹介事業者・求人者等
ⅰ

 

事業運営に係る相談

 

（延べ

 

871件）

ⅱ 許可・届出等に係る相談
（延べ 19,120件）

派遣期間
（抵触日）

政令業務

派遣・請負区分
基準

 

5.4%

適用除外業務 4.3%

賃金・労働時間4.1%

就業条件の明示

派遣・請負区分基

 

準賃金・労働時間

 

8.1%

政令業務

 

7.6%

求人求職の受理

 

14.6%

個人情報の保護

 

3.1%

労働条件の明示

 

2.5%

紹介事業者の苦情処理

 

1.0%

求人求職の受理

 

14.6%

個人情報の保護

 

12.2%

労働条件の明示

 

12.2%

派遣元・派遣先の苦情処理

 

7.5% 雇用の申込義務

 

3.8%

事前面接

 

4.1%

個人情報の保護

 

3.9%

雇用の申込義務

 

3.7%

就業条件の明示

 

3.6%

雇止め等

 

2.8%

派遣期間（抵触日）

 

5.4%

①

 

派遣労働者

 

（延べ

 

840件） ①

 

求職者

 

（延べ

 

82件）
紹介事業者
の苦情処理

 

22.0%

手数料

 

の徴収

 

19.5%

その他
事業運営

 

19.5%

雇止め

 

等

 

16.9%
11.9
%

10.2

 

%
13.8%

紹介予定派遣

 

1.9%

適用除外業務

 

1.9%

13.5% 11.9%
その他事業運営

 

46.6%

紹介予定派遣

 

4.1%

手数料

 

の徴収

 

18.6%
14.6%

その他事業運営

 

60.2%

需給調整の分野

労働・社会保険

 

3.0%

その他事業運営

15
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労働基準の分野

労働基準分野における重点対策（上半期の進捗状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

１ 厳しい雇用環境の下、申告・相談、立替払は依然として多い     申告受理件数：3,975件（10月末現在、昨年同期比7％減） 

                                     立替払（認定）受理件数： 268件（同、昨年同期比6％減） 

   賃金不払、解雇、働き過ぎなどの問題への優先的対応       東日本大震災に関する適切な相談対応   

 被災者に対する立替払・労災請求の周知  
  

２ 高水準で推移する投書などの情報           倒産情報、賃金不払残業等の情報監督の優先的実施 

長時間労働による健康障害 ／ 脳・心臓疾患（精神障害）の労災請求の多くに長時間労働の存在 

   脳・心臓疾患の労災請求140件（22年度 前年度比8％増）      精神障害請求179件（22年度 前年度比11％減） 
 

・36協定受理時の窓口指導、自主点検、集団指導及び監督指導 

・メンタルヘルス対策：個別指導、メンタルヘルス対策支援センターの利用勧奨、産業保健フォーラムの開催（10月25日） 

・過労死等発生事業場監督、長時間労働による健康障害発生懸念事業場監督 

・Ｗ･Ｌ･Ｂセミナーの開催（ 11月24日） 

○全体の死亡災害は減少するも、建設業、運輸交通等で増加       死傷災害は製造業、建設業、商業で増加し、全体では微増 

・死亡者数：５４人（昨年同期比±０人／11月22日現在）         ・休業４日以上の死傷者数：6,629人（1.4％増加／10月31日現在） 

     《墜落及び交通事故死亡災害が多発》                《墜落・転落、転倒等の災害が多発》 

  ゴンドラによる災害など大手建設事業者の現場で指導災害多発 

 11次防に基づき死亡災害、死傷災害が多発する業種（建設業、運輸交通業、第三次産業等）への指導の徹底  

○東日本大震災に係るがれき処理作業の災害防止講習会、原発緊急作業従事者講習会等の開催 

厳しい経済情勢下における労働条件の確保・改善対策 

長時間労働の抑制・過重労働による健康障害防止対策 

死亡災害の２０％減少を始めとする目標達成に向けた労働災害防止対策 



▲ 25.0%

▲ 20.0%

▲ 15.0%

▲ 10.0%

▲ 5.0%
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平成23年月別申告受理件数の推移

（対前年同期比）（速報値）

申告受理件数 対前年同期比

▲ 100.0%

▲ 80.0%

▲ 60.0%

▲ 40.0%

▲ 20.0%
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月

平成23年月別未払賃金立替払認定

申請件数の推移（対前年同期比）（速報値）

立替払認定申請件数 対前年同期比
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（１）東京における労働時間の現状 

   ①労働者（パートタイム労働者等を含めすべての労働者）一人当たりの平均年間総実労働時間の推移 

                                                （単位：時間） 

  平成 17年  平成 18年  平成 19年  平成 20年  平成 21年 平成 22 年 

 東 京   1,802   1,824   1,860   1,854   1,789  1,804 

 全 国   1,829   1,843   1,850   1,836   1,768  1,798 

  ※厚生労働省「毎月勤労統計調査」・事業所規模 30 人以上、数値は年平均月間値を 12 倍し、小数点以下を四捨五入したもの 

   ②一般労働者一人当たりの平均年間総実労働時間の推移 

                                                （単位：時間） 

  平成 17年  平成 18年  平成 19年  平成 20年  平成 21年 平成 22 年 

 東 京   1,943   1,966   1,980   1,969   1,935  1,945 

  ※厚生労働省「毎月勤労統計調査」・事業所規模 30 人以上、数値は年平均月間値を 12 倍し、小数点以下を四捨五入したもの 

 

（２）労働時間等の設定の改善の促進 

   ①「労働時間等見直しガイドライン」（平成 22年 12 月改正)の周知 

   ②労働時間設定改善コンサルタントの訪問指導（平成 22年 201 件、平成 23年 1～9 月 230 件） 

   ③職場意識改善助成金（計画認定申請事業場数：平成 22年度 40 件、平成 23年度 46 件） 

 

（３）仕事と生活の調和の実現 

   ①「東京・仕事と生活の調和推進プログラム」・好事例集「きっとできる！東京のワーク・ライフ・バランス」の周知 

   ②「仕事と生活の調和推進セミナー」の開催（平成 23 年 11 月 24 日、九段第三合同庁舎） 

   ③「仕事と生活の調和に向けた自主点検」の実施 
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5

16 125 81%

51

認　定　件　数

肺がん 中皮腫 石綿肺等 計

47 35 17 99

※「石綿肺等」とは、「石綿肺」、「良性石綿胸水」、「びまん性胸膜肥厚」である。

対前年比(％)

152 104%

155 102%

169

20 26

53 26 146 99% 65 44

67 29 12

75 58 14 147 87% 79 58

対前年比(％)

請　求　件　数

３　石綿関係疾病給付状況（労災保険法に基づく石綿関係疾患の認定状況)

肺がん 中皮腫 石綿肺等 計

※認定件数は、当該年度に請求されたものに限るものではない。

105% 68 72

平成22年度

平成23年度(上期)

73

67

平成20年度

平成21年度

平成21年度 平成22年度

889 767

注)　認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

　　　平成23年度10月末現在の請求件数は95件、認定件数は11件となっている(速報値)。

（件）

前年度比

請求件数
7.7%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度区分 平成20年度

293 285

56

-2.7%

脳・心臓疾患

148 130 140

73 45

1　脳血管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）の労災補償状況

東　京

全　国

東　京

全　国
認定件数

802 4.6%

24.4%

377

19

労働基準の分野

3%
認定件数

10 6 8 33%

認定件数

請求件数

精神障害

（件）

40 21%

269 234 308 32%

東 京

28 17%

全 国 66 63

148 157 171 9%

全 国 1181 4%

158 201

年度
区分

平成22年度 前年度比

179 -11%

東 京

全 国

東 京

40 33

平成20年度 平成21年度

927 1136

21

注)

 

認定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

平成23年度10月末現在の請求件数は121件、認定件数は20件となっている(速報値)。

(未遂を含む。)

請求件数
うち自殺

24

全 国

東 京

65



平成21年度(5～3月) 平成22年度(4～3月) 平成23年度(4～9月)

相 談 件 数 345 594 341
個別訪問支援

 
件 数 345 351 186

周知訪問回数 1,060 1,128 534
管 理 者 研 修
実 施 回 数 122 61
職 場 復 帰 支 援
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成支援 11

メンタルヘルス対策支援センター（東京）の支援状況

精神疾患による労災請求・認定状況の推移

H23年9月末日現在

メ ン タ ル ヘ ル ス 対 策
従業員の健康管理に関するアンケート結果発表

 
（ 抜 粋 ）

20
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平成23年度
 

東京都の最低賃金
（東京都地域別最低賃金、特定（産業別）最低賃金の決定状況）

･清掃又は片付けの業務に主と
して従事する者

各種商品小売業とは
日本標準産業分類Ｉ５６に分類される事業所です。衣・食・住にわたる各種の商品を一括して小売し、

 

いずれが主たる販売商品
であるか判別できない事業所が該当します。

平成23年
11月21日現在
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労働基準の分野



１ 雇用均等関係
(1)相談件数 
 平成 23年度（上半期） 平成 22年度（上半期） 平成 22年度 

労 働 者           ９２６件     １，１１５件     ２，１４５件 
事 業 主       ６２１件        ５８６件      １，１４６件 
そ の 他        ２８１件       ２４９件       ５３９件 

計     １，８２８件     １，９５０件     ３，８３０件 
 
(2)紛争解決援助件数 
 平成 23年度（上半期） 平成 22年度（上半期） 平成 22年度 
労働局長に  
よる援助  

       ３４件        ３３件 
 

       ６６件 
 

調   停          ３件           ６件          ９件 
 
(3)指導件数 

 平成 23年度（上半期） 平成 22年度（上半期） 平成 22年度 
助   言        １３５件        ３３３件       ４９８件 
指   導          ８件           ４１件         ７２件 
勧   告            ０件            ０件          ０件 

ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ･ｱｸｼｮ
ﾝ助言  

        ２６６件            ８２件         １４９件  

 
 
 
２ 育児・介護休業法関係  
(1)相談件数  

 平成 23年度（上半期） 平成 22年度（上半期） 平成 22年度 
労 働 者     ６ ７ ４ 件        ７０２件      １，４４３件 
事 業 主   ３ ， ６ ５ ９ 件     １４，７０５件    ２０，５８５件 
そ の 他     ４ ２ ０ 件         ９２２件     １，３８２件  

計   ４ ， ７ ５ ３ 件   １６，３２９件    ２３，４１０件 
 
(2)紛争解決援助件数 
 平成 23年度（上半期） 平成 22年度（上半期） 平成 22年度 
 労働局長に  
よる援助 

     ４ ５ 件        １４件 
 

      ３０件 
 

調   停        ０ 件           ２件        ３件  
 
(3)指導件数 
 平成 23年度（上半期） 平成 22年度（上半期） 平成 22年度 
 助   言    ５ ５ ３ 件        ２５件      ３１７件 
 指   導      ０ 件           ０件         ０件 
 勧   告      ０ 件           ０件         １件 
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３ パートタイム労働関係  
(1)相談件数 

 平成 23年度（上半期） 平成 22年度（上半期） 平成 22年度 
短時間労働者      １ ４ 件        ３１件         ７２件 
事 業 主     １ ０ ６ 件       １８２件       ３３９件 
そ の 他      ２ ５ 件           ３６件        ９９件  

計     １ ４ ５ 件       ２４９件       ５１０件 
                                    
(2)紛争解決援助件数 
 平成 23年度（上半期） 平成 22年度（上半期） 平成 22年度 
 労働局長に   
よる援助 

      ０ 件          １件 
 

        １件 
 

 調   停       ０ 件            ０件          ０件 
 
(3)指導件数 
 平成 23年度（上半期） 平成 22年度（上半期） 平成 22年度 

助   言      ４ ０ ０ 件       ３６４件      ８９９件 
指   導        ４ 件           ７件         ８件  
勧   告        ０ 件           ０件         ０件  

 
 
 
 
４ 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画関係  
 管内企業数  労働者数３００人超企業        ４，１９７社 

労働者数１００人超３００人以下企業  ６，２１９社 
（１）届出件数   １２，９７２社 

うち労働者数３０１人以上        ４，０７１社 
  労働者数１００人超３００人以下   ４，３８０社 

        労働者数１００人以下                 ４，５２１社 
（２）認定件数     ５１９社 

うち労働者数３０１人以上          ４６８社 
  労働者数１００人超３００人以下      ３０社 
  労働者数１００人以下           ２１社 

 
 
５ 中小企業子育て支援助成金支給・不支給決定件数    １２２件 
 
６ 事業所内保育施設設置・運営等助成金支給決定件数     ３件 
            （ 2 3 年 ９ 月 末 現 在 ）  
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項目 総合労働相談コーナー 総合労働相談員 うちあっせん事務局担当 紛争調整委員会(あっせん委員) 労働紛争調整官

件数等 21か所

 

(庁外コーナー

 
2か所を含む)

97人

(4/1付けで3人増員)
9人

（4/1で1人減員）

36人 ６人

１

 

東京局における個別労働紛争解決制度の処理体制

平成23年度 (4～9月) 平成22年度同期比 平成21年度同期比

１４，５６９件 ９７．２％(14,985件) 101.2％(14,403件)

東京局相談件数のうち、事業主からの相談件数は1,488件(10.2%)であり、男女別で

 

は、男は7,749件(53.2%)、女は6,783件(46.6%)である。

２

 

労働相談件数

東京局相談件数のうち、事業主からの相談件数は22,709件(34.8%)であり、男女

 

別では、男は38,434件(58.9%)、女は26.800件(41.0%)である。

平成23年度 (4～9月) 平成22年度同期比 平成21年度同期比

65,287件 102.7％(63,541件) 100.3％(65,095件)

３

 

個別労働関係紛争に係る相談件数(上記２の内訳件数)

５

 

労働局長の助言・指導の運用状況

平成２３年度

 

(4～9月) 平成２２年度同期比 平成２１年度同期比

277件 118.4％(234件) 81.7％(339件)

手続きを終了した280件のうち，処理期間が1か月以内のものは268件（95.7％）で

 

あり，あっせんに移行した事案は16件（5.8％）である。

６

 

紛争調整委員会によるあっせんの運用状況

平成２３年度

 

(4～9月) 平成２２年度同期比 平成２１年度同期比

697件 104.0％(670件) 70.2％(993件)

手続きを終了した655件のうち，合意成立件数は276件（42.1％)。処理期間が2か

 

月以内に終了しているものが626件（95.6％），１か月以内に終了しているものが

 

304件（46.4％）である。

　　　　　　　個別労働関係紛争に係る相談内容の内訳
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労働相談の充実の分野

相 談 者 の 属 性

平成23年10月
職場におけるいじめ・嫌がらせの概況

 －350件の集計結果（平成23年3月～8月からの抽出）－

男性
31.7%

女性
67.4%

不明
0.9%

期間契約
社員
9.7%

派遣労働者
5.4%

その他
1.7%

不明・未確認
9.1%

パート・アル
バイト
14.6%

正社員
59.4%

不明
0.6%

労働者・
求職者
91.4%

事業主
1.4%

その他
6.6%

相談者の性別（％） 労使の区別（％） 就労状況（％）

90件
71件

50件

40件

26件

21件

20件

18件

5件

5件

4件

0 20 40 60 80 100

不明

その他

商業

保健衛生業

接客娯楽業

製造業

教育・研究業

金融・広告業

建設業

通信業

運輸交通業

業種（件）

5年～10年
未満
8.3%

10年以上
10.9%

不明
11.1% 3ヶ月未満

18.0%

3ヶ月～6ヶ
月未満
10.3%

6ヶ月～1年
未満
15.4%

1年～5年
未満
26.0%

勤続年数（％）

不明
36.3%

300人以上
10.3%

50～99人
5.7%100～299人

9.7%

10～49人
18.3%

10人未満
19.7%

相談者の勤務する事業場規模（％）
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労働相談の充実の分野

い

窓口がある ５５件 １５．７％

窓口はない ２４１件 ６８．９％

不明 ５４件 １５．４％

合計 ３５０件 １００．０％

上司等へ相談した １１５件 ３２．９％

相談しなかった １８６件 ５３．１％

不明 ４９件 １４．０％

合計 ３５０件 １００．０％

事業場における

 
相談窓口の有無

事業場内におけ

 
る相談の状況

14件

6件

11件

296件

55件

3件

0 50 100 150 200 250 300

不明

その他

部下

派遣先

同僚

上司

いじめ・嫌がらせの行為者（MA）

じ め ・ 嫌 が ら せ の 態 様

165件

96件

76件

71件

29件

28件

19件

7件

7件

0 30 60 90 120 150 180

不明

その他

隔離

暴力

連絡指示なし

無視等

侮辱

誹謗中傷

罵倒威嚇

いじめ・嫌がらせの具体的態様（MA）

123件

87件

75件

31件

27件

25件

6件

22件

0 30 60 90 120

不明

その他

性格容姿

ノルマ

リストラ

意見の相違

仕事上のミス

私的行動

いじめ・嫌がらせを受けた原因（MA）
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平成2 3年度

 
労働保険適用徴収の分野における重点対策取組状況

東京局 平成22年度 平成21年度 平成20年度

徴収決定額 8993億円 7490億円 1兆167億円

収納額 8852億円 7360億円 1兆18億円

収納率 98.43％ 98.25％ 98.53％

全国占有率 28.38％ 27.93％ 28.24％

●労働保険料等の適正徴収●労働保険料等の適正徴収

平成22年度収納率

 

98.43％

東京局
平成23年

9月

平成22年

9月

平成21年

9月

徴収決定額 9285億円 8874億円 7423億円

収納済額 3653億円 3472億円 3081億円

収納率 39.34％ 39.13％ 41.25％

●労働●労働保険保険事務組合事務組合制度制度のの

効率的な運用効率的な運用

東京局
第3次3カ

 
年計画

平成23年

 
度(23年6

 
月末）

第2次3カ

 
年計画

成立目

 

標件数
18158件 5640件 20174件

成立件

 

数
― 970件 20040件

達成率 ― 17％ 99％

●労働保険未手続事業●労働保険未手続事業
一掃対策の推進一掃対策の推進

『第3次労働保険未手続事業
一掃対策3カ年計画』

平成23年度～25年度

目標数値：3年間で18,158件の
保険関係成立

★監督署・安定所・東京都労働保険事務

 
組合連合会との連携による制度の周知及

 
び効果的な指導

★重点指導事務組合に対する個別指

 
導・集団指導

★雇用保険監察官による的確な監査

東京局
平成22

年度

平成21
年度

平成20
年度

徴収決定額
793
億円

695
億円

935
億円

収納額

786
億円

688
億円

931
億円

収納率 99.04％ 98.96％ 99.54％

平成22年度収納率

 

99.04％

＜事務組合委託分で全体の内数＞
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